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「子どもの権利を尊重するまちづくり」を進める

子どもの自己肯定感の
向上

子どもの安心の保障
子どもとおとなのパート

ナーシップの推進

子どもの相談
・救済の充実

子どもの居場所
づくりの促進

子どもの意見表明
・参加の促進

子どもの権利に
関する意識の向上

＜施策の方向＞

＜基本目標＞

体系図

●子どもの権利侵害
の特徴に応じた対応
をする

●子どもの主体性を
尊重した支援をする

●子どもが自分を取
り戻し、関係を再構築
できるような支援をす
る

＜視点＞
●一人ひとりの個性が
尊重され、子どもが安
心して生活できる

●子どもの思いや意
見を受け止める

●子ども同士、子ども
とおとなが豊かな人間
関係を育む

●失敗したり、挑戦し
たりしながら様々な経
験を積み、力をつけて
いくための支援をする

●居場所づくりにお
ける子どもの参加へ
の支援をする

●市政・まちづくりに
おける子どもの参加
への支援をする

●子どもの遊びや文
化活動など、自己表
現活動への条件整備
をする

●子どもの意思表
明・参加による適正
手続きを確保する

●子どもを権利の主
体として位置づける

●子どもの自己肯定
感を育てるとともに、
豊かな人間関係を築
く

●社会を構成する
パートナーとして子ど
もを位置づける

●障がいのある子ど
も、多様な文化的背
景を持つ子ども、不
登校の子ども等につ
いて配慮する

家庭・学校以外に安心してい
られるところは、「特にな
い」子どもが22.3％あり、年
齢が高くなるにつれ、割合が
  高い つらい体験をした子ども

34.1％のうち「がまんした」
子どもが40.5％である

何でも話せる人は友だちが
80.7％、親61.3％で、身
近な人への相談が圧倒的に
多い

＜川崎市の子どもの現状・課題＞
（実態・意識調査より）

　＜推進体制＞
　①庁内推進体制の充実　　②市民、市民グループ、ＮＰＯ等とともに推進
　③川崎市子どもの権利委員会による検証　　④子どもに関する施策の評価

＜理念＞

｢自分のことが好き」｢まあ
好き」という自己肯定感が
72.5％と高い

学校の生活等で機会があ
れば発言したい子どもは
49.3％。3年前より
11.5ポイント増



　　　　１　子どもの相談・救済の充実

○子どもが直接相談できる機関の具体的な広報・啓
発を工夫する

○子どもの育ち・学ぶ施設において、関係者以外の
人に相談できる工夫や体制・環境の整備をする

○児童相談所の一時保護所の権利擁護機能を充実さ
せる ／シェルターについての調査研究

○子どもが置かれている状況に配慮した相談・救済
の取組を充実させる

○特に体罰や虐待を行った親等に対し、暴力によら
ずに子どもを養育することができるよう支援する／
体罰によらない子どもへの対応が徹底されるよう教
職員への啓発に努める

○特にいじめや虐待を受けている子どもに対して、
学校内で速やかに対応できるような体制を整備する

○人権オンブズパーソンの体制や機能について、強
化する

○人権オンブズパーソンと行政区レベルでの子ども
総合相談並びに学校・保育園・民間団体等によ
  る相談活動との有機的な連携を進める

　　　３　子どもの意見表明・参加の促進

○川崎市子ども会議を活性化し、行政区子ども会
議や中学校区子ども会議等との効果的な連携を図
るなど、まちづくりへの子どもの意見表明・参加
を促進する

○子ども同士の権利侵害事案への対処にあたって
は、それぞれの子どもの最善の利益の確保の原則
に基づき適正な処遇に努める

○子どもが利用する施設の職員が、子どもの意見
表明・参加への支援についての認識と実践力を向
上できるよう施設管理者へ働きかける

○学校教育推進会議や保育推進会議における子ど
もの意見表明・参加の成果を確認し共有する

　　　４　子どもの権利に関する意識の向上

○派遣講師の拡充、図書・資料の充実等、子ども
が学校で子どもの権利について学習ができるよう
条件整備と支援を進める

○子ども向けホームページ「こどもページ」の充
実等、子どもの権利に関する情報の収集・発信を
充実させる

○就学前の子どもを対象とした子どもの権利学習
のあり方や方法等を検討するとともに、実践の交
流を進める

重点的取組への提言

※川崎市子どもの権利委員会
　子どもの権利条例38条に基づき､子どもの権利保障
を推進するために､設置された市長の付属機関
　・役割
　　行動計画策定への意見具申
　　市長その他執行機関の諮問に応じ、子どもの施策
　における権利保障についての調査審議
　・任期　３年（第２期は2004年９月～2007年８月）
　・委員　１０人以内

◎答申の審議経過
　・2005年3月～10月　子どもの権利に関する実
態･意識調査
　・2005年11月～　施策(事業)調査･自己評価実施
計画（職員、子ども、市民との対話）
　・2006年10月「子どもの居場所と参加活動の拠点
づくりに関する検証結果について」答申
　・2006年9月「子どもの権利に関する総合的な行動
計画について」の諮問、審議開始
　・諮問から延べ１０回の子どもの権利委員会開催と
６回の子どもの権利委員会幹事会の開催

◎計画期間　２００８．４～２０１１．３（３年間）

　問合せ先
　　川崎市子どもの権利委員会
　　 事務局　川崎市市民局 人権・男女共同参画室
　　　　　　　 子どもの権利担当
　　 住　所　〒210-8577　川崎市川崎区宮本町１番地
　　 Tel　044-200-2344　　Fax　044-200-3914

　　　　２　子どもの居場所づくりの推進

○こども文化センターにおける音楽室の設置をさら
に進める等、地域における中高生年代の子どもの居
場所づくりを促進する

○子どもが育ち学ぶ施設、子どもが利用する施設に
おいて、子どもがくつろげ、ホッとできる環境の整
備に努める

○子どもが利用する施設等のバリアフリー化を促進
し、障がいのある子どもが活動しやすくなるよう環
境整備を進めるとともに、子ども同士の交流を促進
する

○子どもが育ち学ぶ施設、子どもが利用する施設等
において、教職員やスタッフが子どものＳＯＳを受
け止め、子どもの思いや状況に配慮した子どもへの
対応が行えるよう、研修、情報提供及び相談・救済
機関との連携等サポート体制を充実させる


